
る観光 (7) 気象業務 (8) 倉庫業 (9) 海上の安全および治

安の確保 (10) 海難の審判。1) 指ìJEi審検所の検定の再審査

(述紛省設置法第 3 条)に関する国の行政事務を一体的に遂行す

るj'{任を負っている。

この任務遂行のため巡紛省の有する権限は，同省設償法第 4

条により数十項目にわたって詳細に定められている。そのうち

鉄道に関するものを挙げるとつぎのとおり である。 ( 1 ) 国鉄お

よび国鉄共済組合を滋倍すること (2) 公共企業体等労働委員

会に対しâll，ll亭および仲裁を請求すること (3) 鉄道公安職員を

指名し，欽道公安職員の複査にl掬する職務を段督すること (4) 

国鉄の役員または職員て、司法箸察職員として職務を行う者を指

命する者を定め，およびこれらの者が司法瞥察職員として行う

職務を監督すること (5) 地方鉄道および軌道を免許しまたは

特許し，ならびに地方鉄道および軌道の業務に関し許可し，ま

たは認可すること (6) 地方鉄道および軌道を助成し，ならび

に地方鉄道および軌道に関する補償金の額を決定するこ と (7) 

鉄道財団および軌道財団につき抵当権の設定を認可し，かっこ

れを登録すること (8) 地方鉄道および軌道の係員の職制およ

び資絡を定めること (9) 専用鉄道および索道を免許し， およ

び無軌条電車を特許すること(設置法第 4 条 30 号ないし37 号)

(10) 鉄道 ・ 軌道 ・ 索道 ・ 無軌条電車における運賃または料金

に闘し隠可し，またはその変更を命ずるこ と(設置法第 4 条

44 号)。

3 組 織巡輸省の長はjill輪大臣であって， 国務大臣の

中から内閣総理大臣によって任命される(国家行政組織法第 5

条)。その下に特別職たる政務次官 1 名および事務次官 1 名が

置かれる。その大裂は図(次ベー ジ)のとおり である。

(1) 巡輸若手議会 運輸大臣の諮問に応 じ運輸行敢に関する重

要事項について答申し，また利害関係人の申訪にもとづき llli輸

大直に必裂な勧告をし得る常債峨関である。

(2) 内部部局 大臣官房綴街 ・ 文書 ・ 人事 ・ 総合調整等に

関する事務を符う。海運局 水上運送事業の監'告を行う。 日 本

商船隊再建のための計画造船も担当する。船舶局 造船 ・サノレ

ベ ー ジ事業の監督を行うほかモ ー ターボートレースの施行， 賠

償引当沈船引揚に関することも所掌する。船員局 海上労務者

の保護行政のほか海技従事者に関する監督 ・ 水先人の試験等も

行う。港湾局 港湾の建設 ・ 改良・保存 ・ 管理! ・ 港湾運送事業

の監督 ・ 倉庫業の助成等を担当する。鉄道政督局 国鉄 ・ 民営

鉄道・軌道 ・ 索道等に!関する監督のほか鉄道車両 ・ 鉄道信号保

安裟低空宇の製造に|刻する監督も担当する。自動車局 自動車運

送事業 ・ 自動車道事業 ・ 通運~J>業・自動車自在日i1tJ~業に関する監

理行政を行うほか自動車の主主録検査 ・ 自動車j口容賠償保障等の

事務を 1'Tう。航空局 航空運送事業 ・ 航空後使用事業の監督を

行うほか飛行場の設置 ・整備 ・ 航空保安・航空従事者の養成等

に当る。観光局 巡輸に関する観光事業の助長育成に関する事

務等のほか外客誘致のための海外宣伝を行う。

(3) 付属繊関

連紛技術研究所運輸技術の試験研究を行う。海校専門学院 ・

航海訓練所 ・ 海民学校 船員の養成繊闘である。航空保安布務

所 ・ 航空標識所航空路の安全を確保する。航空大学校航空

従事者の縫成機関である。中央船員職業安定審議会 ・ 造船技術

審議会 ・ 海運造船合理化審議会 ・ 船員教育苦手議会 ・海上航f守安

全若手議会 ・ 木船再保険審査会 ・ 港湾若手議会 ・ 鉄道建設若手議会・

自動車損密賠償責任再保険審査会 ・ 都市交通審議会 ・ 航空審議

会 巡輸行政の民主的運営をはかるため設けられ，それぞれの

業務に関する逮輸大臣の諮問後闘である。

うんゆじよう

(4) 外 局

船員労働委員会 船負の労働保護に任じ，争議に際してはあ

っ旋 ・ 調停・仲裁を行う。捕獲審検再若手査委員会 第 2 次大戦

中lïfi!!!lした外国船舶につき tilìJEi苦手検所の行った検定を再審査す

る。現在上保安庁 海難救助 ・ 灯台・水路業務等海上における保

安に任ずるとともに海上犯罪の取締を行う。海難保判庁 海難

の原因・究任の所在につき裁決する。気象庁 気象，地象， 水

象等にl到し，観ìJIIJ . 調査 ・ 研究 ・ 予報~~~を行う。

(5) 地方支分部局 本省に所属し， 本省の所掌tJ~務の一部を

分掌する (設置法第 40 ・ 46 ・ 51 条)。

そのうち鉄道 ・ 自動車等陵連関係の行政事務を所掌するもの

は陸運局であって，地方鉄道軌道 ・ 索道 ・ 無軌条電車について

の免特許・許認可に関する事務，運転 ・ 施設 ・ 車両盤面ii ・ 安全

保安 ・ 事故調査に関する事務，地方鉄道軌道の術助 ・ 助成・係

員の職制 ・ JjfJ.務等に関する事務ならびに自動車運送事業，自道

車道IJ~業 ・ 通巡事業に関する免許 ・ 認可・許可に関する事務，

自動車整備事業の認証，盤備工の認定，自動車の登録・検査 ・

損害賠償 ・ 保険等に |錯する tlj:務を所説:する(設置法第 51 条)。

-----'運輸省設位法。(小倉三郎)

うんゆじ よう き ょ うぼうこく 運輸状況報告 国鉄(自動車

線を除く)で取扱う旅客 ・ 荷物 ・ 貨物の取扱数量および収入を

迅速に知り，国鉄経営についての諸般の計図ならびに業務の管

理を 1'T 5 資料とするために鉄道管理局が作製し，支社経由で国

鉄本社に提出する報告。 すなわち国鉄で取扱う日 々の輸送量お

よび収入が，どれほどあるかを知り，取扱数量および収入が国

鉄輸送計画に応じうまくいっているか否かを比較対照しながら

将来の計画を樹立し ， さ らに業務を改善管理してゆ く ためのほ

か，業務成般の記録などの資料となるものである。

道l輪状況報告の数量および収入は，国鉄の駅区で取扱った数

盆および収入，すなわち駅区で乗車 ・ 降車した人民 ・ 発送また

は到着した荷物の 1回数 ・ 貨物のト γ数ならびに収入した運賃 ・

料金などであ っ て，概算ー統計の一種である。すなわち取扱高中

には国鉄線発私鉄線着の数i立を含み，私鉄線発国鉄線若の数量

は含まない。また収入中には私鉄線乗車区間の収入を含み，私

鉄線発国鉄線若の国鉄線乗車区間の収入は含まない。国鉄では

これを取扱数量および取扱収入と呼んでいる。この慨n:統t，に

対応するものとして精算統計があり，これで国鉄で輸送したす

べての数量および純粋の収入を計算している。しかしこの精算

統計は，多くの手数を要するためてeき上りがお くれるので，関

鉄のように日々輸送状況の変化する業務にあっては，迅速に日

日の状況をは悔し輸送対策を論ずる必要があるので， そのため

に作られているのがこの運輸状況報告である。この節の統計 と

しては以前に Lヒノホ1 という報告があり，駅区→鉄道管lll!局

→本社と m報報告制度によ り集計していたが，現h最に取扱の誤

りを少なくする一方手数の軽減を計るため，各極収入日報に統

計片とし、う取扱数量らんを付加することと し，駅区 ・鉄道管理

局聞は従来の収入日報を利用し，鉄道管F.JI局でこの収入日報を

集計して支社に報告し，支社では所管鉄道管理局分を取りまと

めたうえ本社に報告することに改正された。

なお，国鉄本社 ・ 支社および鉄道管理局においては， これに

もとづいて巡輸概況を 日報 ・ 旬報 ・ 月報等として作製公表 し，

関係の向に配付する。

1 報告の内草幸

運輸状況報告作成の基礎資料は， jill輸帳表取扱手続に規定さ

れている旅客 ・ 荷物・貨物の各収入日報であって，この各収入

日報から毎日 公表する国鉄綴況日報に掲載する項目を集計して
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